[記入例]

（様式第１号）
平成30年　４月　１日
一般社団法人沖縄県発明協会
　会長　新垣　昌光　あて

住所　　　　　　那覇市ＡＢＣ１－１　　
企業名　　　　　ＡＢＣ商事　　　　
代表者名　　　　ＡＢＣ太郎　　　　　印
外国特許等出願補助支援申請書
外国特許等出願支援に応募したいので、関係書類を添えて申請します。
関係書類

１　外国特許等出願補助支援実施計画書（様式第２号）
２　経費に関する資金計画書（様式第３号）
３　その他関係書類

（様式第２号）

外国特許等出願補助支援実施計画書

１　企業の概要等

	会社名
	例）ＡＢＣ商事

	代表者名
	例）ＡＢＣ太郎

	所在地
	那覇市ＡＢＣ１－１

	資本金
	50百万円
	設立年月日

（又は予定年月日）
	大正・昭和・平成
　10　年　４月　１日

	従業員数
	10名
	業　　種
	食品加工業

	事業内容

（※）
	（事業内容）
例）食品・飲料の製造販売

	連絡先担当者名
	例）ＡＢＣ太郎

	
	電話・FAX
	電話：　　　　　　　　　　FAX：

	
	E-mail
	

	
	HPｱﾄﾞﾚｽ
	http://


※事業内容は会社案内等の添付により省略可。
２　特許等出願計画の内容　※以下必要に応じ、行を増やして記入ください。
	（１）出願の目的・必要性
	例）Ａ国への製品輸出を行うための製品名「ＢＢＢ」のＡ国への商標出願
※海外事業の目的と合わせて、出願の必要性を記述してください。

	（２）出願内容および

出願方法
	□特許・実用新案

　　□ＰＣＴ出願

　　□国内出願を基礎とした優先権主張による外国特許庁への出願

　　□ＰＣＴ出願による外国特許庁への出願（国内移行）

　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□意匠

　　□国内出願を基礎とした優先権主張による外国特許庁への出願
□ハーグ協定のジュネーブ協定改正による国際出願

☑商標

　　☑国内出願を基礎とした優先権主張による外国特許庁への出願

　　□マドリッド協定議定書による国際出願

　　□外国特許庁への直接出願

	（３）発明の名称
	例）清涼飲料の商標「ＢＢＢ」（３２類）
※意匠の場合、物品の名称を、商標の場合、商標(および出願する区分)を記載ください。

	（４）発明の内容
	例）「ＢＢＢ」は野草エキスを添加した炭酸飲料である。日本では県内外で販売を行っている。
[image: image1.jpg]



※特許の場合、技術の概要、意匠の場合、どのような物品か、商標の場合、どのような商品かを記載してください。
※できるだけ図面又は写真などを添付して説明してください。

	（５）出願人
	例）ＡＢＣ商事

	（６）発明者
	※商標の場合は記載不要

	（７）基礎出願等
	※基礎となる出願等がある場合、以下に記載してください。

	
	出願番号
	商標登録1111111号

	
	出願日
	平成20年4月1日

	
	発明の名称
	商標「ＢＢＢ」

	（８）出願予定国
	例）香港

	（９）出願の新規性・進歩性（登録可能性）
	※出願する内容が権利として登録される可能性、拒絶されない理由などを、先行調査の結果から説明してください。

例）Ｅ特許事務所に調査を依頼し、その結果、「ＢＢＢ」には識別性が認められ、香港では同一・類似商標が見当たらないことから、登録可能性は高いと見解を得ている。（添付報告書を参照）



	（１０）出願スケジュール
	例）
2016年6月出願準備
2016年7月出願
※準備期間、出願予定時期などを記載ください。

	（11）補助金が受けられなかった場合の対応策
	例）自社にて自費で出願する。
※自費出願、あるいは中止するなど


３　外国特許等出願を活かした海外事業展開の概要

	（1）海外事業の目的
	※海外事業を展開するこれまでの経緯や海外市場に着目する理由をお書きください。
例）「ＢＢＢ」は沖縄の薬草Ｂのエキスを抽出し、Ｂを使った初めての炭酸飲料として、自社工場にて製造し、平成24年から発売している。（定価1本250円、一部スーパーにて販売）
これまで国内販売を行ってきたが、Ｂが成人病Ｃに対する効果を有することから、香港のＦ商社より引き合いがあり、現在商談が進んでいる。今年度内には展示会出展やテストマーケティングを予定している。


	（２）海外事業の計画・方針
	※想定する市場、販売先、販路、また商談等がどの程度進んでいるのか、さらに海外事業へ取り組む自社の人員や体制について、お書きください。
例）香港では成人病Ｃに対する社会的関心が高く、患者は約2万人とされている。Ｆ商社では香港での医薬部外品の認証を早急に取得するため、現在現地の試験機関にて試験を進めている。
10月ごろの展示会で現地市場の感触を得て、来年度内には、大手薬局チェーンを販路として販売を開始したいと考えている。
弊社はＦ商社と協力しつつ、現地での販売体制を構築し、展示会シーズンには社員数名を派遣する予定である。


	（３）海外事業展開に関する他の機関の支援制度の利用予定
	※国や県の海外展開関連の支援で利用予定のものがあれば、記載ください。
例）28年度、Ｇ振興センターの海外展開渡航事業を活用予定

	（４）事業化までのスケジュール

実施内容を記入の上、３年間の進捗予定を→等でご記入ください。

実施内容

（例）

2016年

上期

2016年

下期

2017年

上期

2017年

下期

2018年

上期

2018年
下期

研究開発

知財保護


　商標出願
製品化


試験等
販路開拓


展示会・商談



４　過去の特許出願・取得状況

	例）「ＢＢＢ」商標の国内取得済（商標登録１１１１１１号）
　　「Ｂエキスの抽出方法」（特許００００００号）


５　出願等にあたって希望するサポート（例：弁理士等専門家の紹介など）
	
	内容例

	構想段階
	□貴社の製品の海外(特定国の)市場について知りたい

	
	□海外の輸出規制などについて知りたい（食品成分、製品の規格等）

	商談段階
	✔製品をＰＲする海外の展示会を探したい。

	
	□現地でのパートナー探し。（工場、代理店ほか）

	
	□商談に必要な準備を進めたい。（パンフレット他ツール）

	
	✔商談相手と契約書を締結したい。

	発売準備段階
	□パッケージ等について現地消費者の嗜好を知りたい。

	その他
	✔追加して特許・商標を出願したい。

	特になし
	□現在のところ特になし。


６　申請書に添付する書類（各１部）
○申請書に添付する書類
	１　法人登記簿謄本の写し（個人事業者の場合は、住民票の写し）
２　会社の事業概要

３　決算報告書（直近期分）

４　納税申告実績（直近年分）
５　基礎となる出願書類の写し
６　先行技術（意匠・商標）調査の結果（実施結果を添付）



（様式第３号）

経費に関する資金計画書
１．支出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
※補助金の上限：特許出願について100万円以下かつ補助対象経費の2/3以内、意匠・商標出願について30万円以下かつ補助対象経費の2/3以内。
２．収入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	全体事業費
	補助対象経費
(消費税除く)
	補助率
	補助交付申請額

	【国外経費】

台湾特許庁への出願手数料、現地代理人費用

送金手数料・郵送料

【国内経費】
国内代理人費用


	300,654
9,000
118,800
計428,454

	300,654
9,000
110,000
計419,654


	２/３

２/３

２/３
	200,436
6,000
73,333

計279,769



２．収入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	区分
	金額
	資金の調達先等

	自己資金
	148,685
	

	借入金
	
	

	補助金
	279,769
	沖縄県

	その他
	
	

	計
	428,454
	


※支出と収入が合致するよう、記入をお願いします。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上

来年2月までに出願を完了すること、但し採択前に出願してはいけません。





別紙にてご提出下さい。


いずれも写しで結構です。





国内経費は消費税を除きその２／３が補助金額となります。補助金計算時１円未満は切り捨てます。








